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The purpose of this paper is to consider the cooperative selling system of newspapers in Tokyo City. In 
December 1941, newspapers started joint sales, joint delivery, and joint collection all over the country. 
However the newspaper companies in Tokyo City could not start this system. Because some news 
dealer’s shops opposed the new system. This paper considers how newspaper companies and news 
dealer’s shops started the new system under the wartime regulations. 
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することで可能になる。基本的には 1941 年 7 月か








































施前に新聞統合があった場合は、7 月から 9 月の 3
ヶ月間の平均と 12 月の平均で持分を算出する案や、
統合直近の月の平均と合算する案を示した。また、





















から 9 月までの平均数を基準に一応 12 月 1 日に統
















1941 年 8 月 20 日、東京地区の新聞販売店主向
けに共販問題販売店座談会が開催された。共販制導
入にむけ、東京市 35 区の販売網は大きく 7 つに区
分けされた。7 地区の代表委員になったのは、東京



















京市内第 1 位が宮地の 4 万 4,830 部、第 2 位が川













































行ふ事」17）とあるので、12 月 5 日から共販を実施
する予定であったことがわかる。結局、東京地区を












れる。東京地区の新聞連盟業務委員は、12 月 7 日
に販売所数と店主名を発表することを決定した。だ























































12 月 18 日、東日常務の山田潤二は石井に「東京












































































































































1 月 15 日、忠田は東京地区の共販進行状況を吉積
に報告した。15 日時点では、読売販売店の急先鋒
であった川村正夫が出した意見書は読売の斡旋で
撤回し、前年 12 月 25 日に申し合わせた所長・副
所長の給料等の了解もできていた。そのため、新聞
連盟業務委員会は、1 月 16 日朝刊分から読売販売
店を含めた 7 社の共同輸送開始を決定した。 























この騒動をうけて 1 月 16 日、東京各社の販売部
長と新聞連盟業務委員は朝日本社で善後策を練り、
17 日朝刊分から 7 社共同の自動車輸送を行うこと
を申し合わせた。だが、販売所の 6 社側代表は更に

































の態度に販売所の 6 社側代表が怒ったのである。 
最終的に読売を含む販売所への各新聞の自動車
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